大人委第２２６２号
令和元年１２月１１日
大阪府議会

議長　三　田　勝　久　様

大阪府人事委員会　　

委員長　栗　原　良　扶
条例案に関する意見について（回答）

令和元年１２月９日付け大府議議第１４５３号による意見聴取について、

本委員会の意見は下記のとおりです。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．関係条例案
第５７号議案　　職員の給与に関する条例等一部改正の件

第７８号議案　　大阪府職員基本条例一部改正の件
２．本委員会の意見
上記各条例案中、第７８号議案については、適当と認める。第５７号議案の条例案に関する本委員会の意見は次のとおりである。

本件条例案は、当委員会の職員の給与に関する勧告に基づき、地域手当、勤勉手当等について、勧告どおり改定するものであるが、給料表の増額改定を求めた勧告は、来年４月から初任給層の号給について増額するものの、その他については実施が見送られている。

人事委員会勧告制度は、労働基本権制約の代償措置として、人事委員会が、地方公務員法に則り、給与等の職員の勤務条件について、情勢適応の原則に基づき、適正な措置を勧告するものである。

本年の勧告も、この原則に則り、民間給与を適正に調査した上で、算出された民間給与との較差を解消すべく行ったものであり、かかる勧告と異なる取扱いをし、給料表の増額改定を見送った今回の措置は、遺憾であると言わざるを得ない。また、職務に精励している職員のモチベーションに与える影響も懸念されるところであり、当委員会として、深く憂慮するところである。

今般、国の取扱いや財政状況等を理由として、公民較差に基づく給料表の改定を見送るのであれば、こうした状況に至ったことについて、十分説明責任を果たされる必要があるものと考える。
